職員の給料及び管理職手当の特例に関する条例の制定（概要）
教職員室教職員企画課
■制定の理由
・平成26年度の財政収支不足額への対応のため、給料の月額及び管理職手当の時限的減額を行う。
■制定の内容
・平成26年４月１日から平成27年３月31日までの間（以下「特例期間」という。）における給料について、次のとおり減額する。
（１）給料の減額
	職員の区分
	減額の割合

	・指定職
	100分の3.5

	・管理職手当受給者
	部長級
	100分の3.1

	
	その他
	100分の2.5

	・管理職手当受給者以外
	再任用職員以外
	100分の1.9～100分の0.7

	
	再任用職員
	100分の1.1

	・第１号任期付研究員
・特定任期付職員
	100分の2.5

	・第２号任期付研究員
	100分の1.5又は100分の1.1


（２）管理職手当の減額
特例期間における管理職手当について、その額の100分の５に相当する額を減額する。
■施行期日　　平成26年４月１日
　　　　　　　（理由：平成26年度の減額措置を定めるものであるため。）
■政策アセスメント・制度間調整　　財政課と調整済み
　　　　　　　　　　　　　　　　　
